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39_高知県
①学校運
営上の課

題

教職員の時
間外勤務の

是正

総合的な探究の時間や地域との
連携に関わる準備・調整、また、
放課後学習や部活動指導等によ
り教職員の時間外勤務が常態化
している。

・地域学校協働活動推進員を県
立高等学校９校に２５名配置し、
総合的な探究の時間を中心に
地域との連携を図っている。
・放課後学習支援員及び部活動
支援員を活用することで、教職
員の負担軽減につなげている。

・地域学校協働活動推進員等を各校２名
以上配置し、総合的な探究的の時間を中
心に地域との連絡調整を行うことで、教
職員の業務負担を軽減する。
・放課後学習支援員及び部活動支援員
の活用により、教職員の業務負担を軽減
する。

教職員の業務負担が軽減され、
時間外勤務を行う教職員数が減
少する。

時間外在校等時間
が月45時間以内の
教員の割合
（R5.4～R6.3.11)

64 % 70 65 2

本事業を正しく理解し、効果的に活用している学校において
は、時間外勤務（月45時間以内）を行う教職員の割合が目
標に近い値もしくは目標を超えている値となっており、本事
業の活用によって教職員の業務負担が一定程度、軽減され
たものと思われる。意識としては改善傾向にあるが、学校に
よって差があるため、来年度は本事業を活用している県立
学校へヒアリングを行うことで、個々の課題に目を向け、少し
でも教職員の業務負担を軽減するよう状況を把握することに
努める。

39_高知県
①学校運
営上の課

題
その他

本県では、令和５年度に全ての小
学校・中学校・義務教育学校に地
域学校協働本部が設置済みとな
り、コミュニティ・スクールも今年度
全ての学校において導入される予
定である。
既に設置済みの市町村において
は、学校運営協議会の形骸化も
見られており、学校運営協議会
で、子どもの課題について協議し、
課題の改善や解決に向けた協働
活動を展開できるように支援して
いく必要がある。

・コミュニティ・スクールと地域学
校協働本部の設置促進に向
け、市町村や学校等への支援を
強化。
・コミュニティ・スクールと地域学
校協働活動の一体的推進と協
働活動の充実に向け、地域学
校協働活動に係る研修会を７回
（全体研修１回・ブロック別研修
３回・コーディネーター研修３回）
実施し、関係者の理解促進を
図った。

・学校教育課（ＣＳ担当）と生涯学習課（協
働本部担当）が連携し、市町村訪問等を
通じて、一体的推進に向けた各市町村へ
の支援を継続する。
・研修会を年間４回実施し、子どもの課題
解決につながる事例の紹介や推進員間
の情報共有を図ることで、自校の取組に
生かせるよう働きかける。

各市町村や学校において子ども
の課題解決につながる、コミュニ
ティ・スクールと地域学校協働活
動の一体的推進体制が構築さ
れる。

子どもの課題解決に
取り組み、改善・解
決した学校の割合
（Ｒ６新規取組）

% 62 89 4

今年度、全ての小学校・中学校・義務教育学校（分校と県立
中学校を除く）にコミュニティ・スクールと地域学校協働本部
が導入・設置済みとなり、一体的推進を図っていく上で環境
は整った。また、達成度として今年度の目標値を大幅に上回
ることができた。今後はよりいっそう質の向上を目指し、学校
運営協議会で、子どもの課題について熟議し、課題の改善
や解決に向けた活動を地域学校協働本部が展開できるよう
に伴走支援していくことが必要である。

令和６年度「地域と学校の連携・協働体制構築事業」

●本事業で重点的に取り組む課題に応じた目標等の設定様式

アウトカムの達成度に関する評価・分析
（事業における成果、課題、改善点等）
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